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研究成果の概要（和文）：本研究は、これまで蓄積の殆どなかったアジア諸国に対する労働法制
整備支援のあり方について本格的な学術調査を行うものであったが、後掲の通り発表された諸
成果の通り、当初の目的通りの成果を上げた。具体的には、労働法制整備支援という観点から
の日本の国際貢献の課題を探れたこと（新しい研究課題への対応ができたという成果）、単なる
基準設定にとどまらない、アジアにおけるＩＬＯの技術援助活動（国際公正労働基準の現実化
としての新しい活動）の実態的側面を解明できたこと（従来の課題の発展継承、という成果）、
研究対象国の労働契約法制の現状と課題について解明したこと（アジア労働法研究の前提とな
る各種研究素材を作ることができたという成果）、アジア各国の研究者、行政機関等との関係が
維持発展できたこと（研究継続のためのネットワークが構築できたという成果）という成果を
挙げた。 
 
研究成果の概要（英文）：This research has its aim as the depth academic research on 

"Technical Cooperation Activities (TCA) and Labour Contract Law in South East Asian 

countries" that has never been attempted in Labour Law academics. We, all of members of 

this research, could find our academic important findings and therefore, publish a lot of 

academic papers and make many academic presentations, base on our research activities 

as bellows. Namely, we could analyze and find out 1, international contributions of 

Labour Law TCA as Japanese and Japan, 2 the actual aspects of TCA of ILO etc in South 

Asian countries, and 3. the practical and theoretical problems of Labour Law in these 

countries. Through this research, we could maintain and develop the academic network 

on Asian  Labour Law studies with Asian academic scholars, government related 
organizations and non governmental organizations.   
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１．研究開始当初の背景 

 

周知の通り、一国における労働法制の意

義・役割は極めて高い。まず、人権保障シス

テムの一環として重要な役割を果たしてい

る。次に、多くの人間が、労働者として関与

することになる労働法制は、民事法との密接

なつながりを有していることから、労働法制

整備は、当該国の法意識の向上に直結する。

三番目に、経済システムのインフラとして不

可欠なものである。労働者・使用者・労働組

合という重要なアクターの経済・社会活動の

予測可能性を定めることになるからである。 

  ところで、アジア諸国では、社会主義経済

から市場経済への経済制度の移行、権威主義

体制から民主主義体制への政治体制変換等

により、各種法制度の整備のニーズが高まっ

た。特に近年、アジア諸国では、労働法制へ

の整備のニーズが高まり、各種国際機関、先

進国等から、いわゆる労働法整備支援を受け

て、法制度を発展させてきた。 

  一方、このような法整備支援を受けたアジ

ア諸国の労働法制は、独自の発展を遂げよう

としつつある。かつて、単なる「飾り窓」に

すぎなかったアジア諸国の労働法は、ようや

く「実質化」しようとしているのである。特

に、労働契約法制に関する進展は著しく、実

定法それ自体の整備のみならず、裁判所によ

る判例法理の展開、労働行政の実務的対応、

等が見られる。 

  申請者は、これまで蓄積の殆どなかったア

ジア諸国に対する労働法制整備支援のあり

方とその「成果」について、強い関心を持ち

研究を行ってきたが、一部の国に関する研究

にとどまっていた。しかし、このような労働

法制整備とその展開は、他の分野以上に、発

展途上国にとって重要なテーマであるもの

と認識し、今回、アジア労働法研究会のメン

バー全体で、本テーマについて本格的な学術

調査を行うこととした。 

以上が本研究の研究開始の背景であった。 

 

２．研究の目的 

 

本テーマに関する研究のために、決定的に

不足しているのは、研究の対象となる各種素

材である。本研究は、労働法分野等において、

十分な蓄積がない部分であるからである。そ

こで、本研究では、研究対象国・諸機関を訪

問することによって（＝現地実態調査）、こ

れらの各種素材を収集するとともに、研究ネ

ットワークを構築することを目的とする。も

ちろん、これらの素材収集のみならず、研究

対象国の労働契約法制の内容と実務、法整備

支援の現状と課題、その両者の関係につい

て、紹介論文を中心としながら、成果を出し

ていく。 

 ところで本研究テーマの研究対象国であ

るが、①社会主義国で資本主義経済体制に

（一部）適応しようとしている国、②近年経

済発展の取組みを開始し、なお途上にある

国、③経済発展に取り組んできたものの必ず

しも成功していない国、④経済発展におおむ

ね成功している国の４類型にわけて、労働法

整備の現実および課題を分析したい。 

 具体的には、①についてはベトナム・ラオ

ス等、②については中国等、③についてはフ

ィリピン等、④についてはシンガポール、マ

レーシア等、を選定して企画調査を行う。 

 ところで、このような本研究には多くの意

義があると思われるが、とりわけ、労働法制

整備支援という観点からの日本の国際貢献

の課題を探ること（新しい研究課題への対

応）、単なる基準設定にとどまらない、アジ

アにおけるＩＬＯの技術援助活動（国際公正

労働基準の現実化としての新しい活動）に目

を向けることができること（従来の課題の発

展継承）、研究対象国の労働契約法制の現状

と課題について解明できること、という点を

指摘できる。これらも本研究の目的である。 

 さらに、アジア労働法の研究について一定

の蓄積を有し、アジア労働法研究について日

頃から知見を頻繁に取り交わしているアジ

ア労働法研究会のメンバーを組織主体とし

ながら、本研究の作業の過程で、多くの機

関・団体との研究ネットワークを構築できる

ことも本研究の価値として指摘できる。この

ことも本研究の目的である。 

 

３．研究の方法 

 

 本研究は、下記の方法で行われることを予

定していた。 

まず、第一に、本研究の企画立案について、

問題意識を一層クリアにし、方法および課題

を明らかにするために、まず、文献レビュー

を中心に行う。労働法分野においては、この

点の先行業績がないことから、国際開発協力

分野およびアジア法一般分野における研究

業績および知見をまとめる作業を行うこと

になる。また、本研究は、アジア諸国におけ

る労働法制・労使関係の現状・課題の把握が



重要であることから、本研究組織のこれまで

のアジア労働法研究のフォロウアップも行

うことになる。具体的には、これらの作業を

行うために共同研究会を開催したい。 

 第二に、アジア諸国への法制度支援のあり

方について、一定の研究蓄積を有しているオ

ーストラリア・メルボルン大学法学部の労働

法・労使関係研究グループのスタッフにレビ

ューをうけるために、同大学に実際訪問して

資料を収集するとともに、スタッフとの共同

研究を行いたい。また、タイにあるＩＬＯバ

ンコク支局も訪問し、国際機関によるアジア

労働法整備支援についての最近の取り組み

について調査を行う。 

 第三に、一番大切なのは、研究テーマの本

格的作業を実現するための企画調査として

不可欠である、対象国への現地訪問である。

すなわち、きたるべき本格的研究のために、

適切な研究機関、行政機関、労使団体、ＮＰ

Ｏ・ＮＧＯを探すとともに、日本にて絶対的

に不足している資料（およびその所在）につ

いてきちんとした事前調査が必要なのであ

る。特に、本研究にとっては、「ヒト」との

交流が必要であるところ、近年重要になって

いるＮＰＯ・ＮＧＯの活動については、実態

調査の手がかりすらないのである。 

 第四に、研究・調査を総括するために、共

同研究会を開催することである。この場合

に、研究対象国の労働契約法制の現状と課題

と、法整備支援の現状と課題という２本柱で

研究を総括し、成果を報告する形で共同研究

会を継続する。 

 第四に、本研究の総括として、諸機関と共

同で、国際共同シンポジウムを開催すること

である。本テーマに関する日本発の研究成果

と、研究体制構築を足がかりとする。 

 最後に、上記の研究を遂行する研究組織

は、これまでメンバーで継続してきた、アジ

ア労働法研究会である。同研究会の事務局

は、青山学院大学法学部に置く。事務体制は、

同法学部助教の楊林凱を中心に、同法学研究

会科院生の坊彩香、増田友紀乃等によって担

うこととする。 

 

４．研究成果 

 

本研究は、以上を背景にして、これまで蓄

積の殆どなかったアジア諸国に対する労働

法制整備支援のあり方とその「成果」につい

て、本格的な学術調査を行うものであった

が、後掲の通り発表された諸成果の通り、当

初の目的通りの成果を上げた。 

まず、総論的にいえば、研究内容面で下記

の成果を上げた。すなわち、労働法制整備支

援という観点からの日本の国際貢献の課題

を探れたこと（新しい研究課題への対応がで

きたという成果）、単なる基準設定にとどま

らない、アジアにおけるＩＬＯの技術援助活

動の実態的側面を解明できたこと（従来の課

題の発展継承、という成果）、研究対象国の

労働契約法制の現状と課題について解明で

きたこと（アジア労働法研究の前提となる各

種研究素材を作ることができたという成

果）、アジア各国の研究者、行政機関等との

関係が維持発展できたこと（研究継続のため

のネットワークが構築できたという成果）と

いう成果を挙げた。以下各年度毎の研究成果

を説明する。 

２００８年度の活動は、大きく分けて、①

全体メンバーによる共同研究会の開催（２

回）、②各メンバーによる担当国への実地調

査とヒアリング活動、③各メンバーによる成

果報告という３本柱に集約できる。その結

果、各国の最新の状況を把握できたととも

に、各国の研究機関、行政機関との研究ネッ

トワーク構築について一歩をすすめること

ができた。特に、中国、韓国、台湾、マレー

シア、シンガポールの研究者等との協力関

係、国際アジア労働法学会への協力という点

が特筆できる。 

 次に、２００９年度の活動は、大きく分け

て、①全体メンバーによる共同研究会の開催

（５回）、②各メンバーによる担当国への実

地調査とヒアリング活動、③各メンバーによ

る成果報告活動、④２０１０年６月に予定さ

れるアジア法学会における発表のための研

究活動（「アジアにおける非典型労働」）、

という４本柱に集約できる。２００８年度の

活動を踏まえて、本テーマに関する研究を一

層具体的に進展できたものと考える 

最後に、2010 年度である。以上の２年間で、

各国研究、テーマ研究をほぼ終了し、本年度

は成果報告として、国際シンポジウムを企画

していた。しかし、われわれ、リーマンショ

ック以降の（東南）アジア諸国における雇用

危機の中、非典型雇用の問題が喫緊の課題に

なったことを踏まえて、急遽、「アジア諸国

における非正規労働者」の研究を開始し、

2010 年のアジア法学会春季大会においてシ

ンポジウムを組織した。具体的には、非正規

従業員の実態を踏まえた問題提起（香川孝

三）、非正規雇用と法制度（山下昇）、非正規

雇用と社会的保護（押見（斉藤）善久）、東

南アジアにおける非典型雇用と移民労働（藤

川久昭）、非正規雇用とジェンダー（村岡（神

尾）真知子）、韓国における非正規雇用と労



働組合（新谷眞人）というテーマを設定し報

告を行った（司会は、吾郷真一、吉田美喜夫）。

このように本シンポジウムでは、法整備支援

によって（部分的に）進展した非典型雇用法

制に関する研究を踏まえて、多面的に、アジ

ア諸国の非正規労働者の問題点に迫ること

ができ、これまでなされてこなかった、アジ

ア諸国における非正規雇用の法的・実務的課

題について、研究の先鞭をつけることができ

た。なお当初企画していた国際シンポジウム

については、青山学院大学大学院法学研究科

ビジネス法務専攻人事労務法務プログラム

の研究プロジェクトとして、2011 年度中の実

施が予定されている。 
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